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第1回 自動運転社会を見据えた都市づくりの在り方検討会 参考資料1



1. ワンストップセンターの設置・支援 1

〇国との連携の下、「東京自動走行ワンストップセンター」を設置（平成29年９月）
〇自動運転の実証実験について、実験構想段階から実施に至るまでの相談等を一括
して受け付け、関係機関の協力の下でスピーディーに対応

出典）「東京都戦略政策情報推進本部 提供資料」

【実績】 （令和元年９月30日時点）
・相談件数： 64団体より、延べ517件の相談受付。
・実証実験実施：25件



2. 実証実験に向けた関係者調整 2

〇ワンストップセンターへの相談を踏まえ、実証実験の実施に向けて国・地元自治体、
道路・交通管理者等と調整

＜ワンストップセンターの支援例＞

出典）「東京都戦略政策情報推進本部 提供資料」



3. ビジネスモデルの構築支援①（2018年度） 3

〇実際の交通サービスに自動運転技術を組み込んだ際の事業可能性等を検証するこ
とで早期の事業化を促進

【2018年度実施】

出典）「東京都戦略政策情報推進本部 提供資料」



3. ビジネスモデルの構築支援② （2019年度）

【2019年度実施】

●プロジェクト実施事業者
株式会社愛光観光
NTT東日本
NTTデータ
群馬大学
●プロジェクトの概要
八丈島空港と既存交通（町営バス、タクシー）
の間を自動運転バスで繋ぐことにより、来島
観光者の移動手段の創出を目指す。
●車両
ベース車両：EVバス「eCOM-10」
●実施予定箇所
八丈島空港～八丈島観光協会
●実証実験実施期間
2019年10月28日～11月12日

●プロジェクト実施事業者
日の丸交通株式会社
株式会社ＺＭＰ
●プロジェクトの概要
空港リムジンバスの拠点と東京駅周辺を自動
運転タクシーでつなぐ。
MaaSを活用した効率的な配車サービスを行
い、インバウンド需要や職業ドライバー不足
への対応を検証する。
●車両
ベース車両：トヨタ エスティマ ハイブリッド
●実施予定箇所
中央区～千代田
●実証実験実施期間
2019年11月18日～12月 1日（予定）

出典）「自動運転技術を活用したビジネスモデルの構築に関するプロジェクト」HPの情報を基に作成

〇自動運転事業者や交通事業者等による自動運転技術と先端的なICT技術等を組み
合わせた事業可能性等を検証し、自動運転技術の実用化を一層加速
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4. 実証実験に向けたインフラ整備 5

〇国と連携した大規模実証実験において、自動運転の走行に必要なインフラ（白線、
ガードレール等）を整備

）

出典）「東京都戦略政策情報推進本部 提供資料」



5. 社会実装への気運醸成① （2018年度） 6

〇自動運転の社会実装に向けた機運醸成のため、自動運転車両の試乗会やニーズ調
査を実施するとともに、シンポジウム（基調講演・パネルディスカッション）を開催

【2018年度実施】

出典）「東京都戦略政策情報推進本部 提供資料」



5. 社会実装への気運醸成② （2019年度） 7

出典）「東京都自動運転試乗会・シンポジウム」

【2019年度実施】

■講演
①自動運転がもたらすワクワクする社会
②自動運転に関する東京都の取組について
③より良い暮らしと社会のために
～MaaSや新モビリティサービスと自動運転の可能性～

④小田急グループが提案する新たなモビリティライフ
⑤ZMP版自動運転MaaSの取り組み

■パネルディスカッション

〇自動運転車両の試乗会を実施するとともに、シンポジウム（基調講演・パネルディス
カッション）を開催



（参考）MaaSの先行的なモデルとなる実証実験 （１）立川周辺エリア
8

出典）「東京都戦略政策情報推進本部HP」

〇ＪＲ東日本（中央線及び南武線）と、立川バスのリアルタイム運行データを同時に用い
た日本初となる経路案内の提供
〇多摩都市モノレールの１日乗車券と多摩動物公園の入場券等がセットになった電子
チケットを１つのアプリで提供

対象エリア
立川駅周辺エリア

実施時期
2020年１月～２月

実施主体
小田急電鉄株式会社
東日本旅客鉄道株式会社株
式会社ヴァル研究所
多摩都市モノレール株式会社
立川バス株式会社



（参考）MaaSの先行的なモデルとなる実証実験 （２）竹芝エリア
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出典）「東京都戦略政策情報推進本部HP」

〇竹芝エリア内の勤務者に向け、アプリから配車の予約ができ、周辺の駅やオフィス等
を巡回するオンデマンドモビリティサービスを新たに導入
〇通勤者・観光客向けに、竹芝桟橋と浜松町駅等の間を移動するためのモビリティ
サービスを新たに導入

対象エリア 竹芝エリア

実施時期 2019年12月下旬～2020年1月上旬

実施主体 MONET Technologies 株式会社、鹿島建設株式会社、一般社団法人竹芝エリアマネジメント、
株式会社電通、東海汽船株式会社、東急不動産株式会社、東日本旅客鉄道株式会社



（参考）MaaSの先行的なモデルとなる実証実験 （３）臨海副都心エリア
10

出典）「東京都戦略政策情報推進本部HP」の情報を基に作成

〇徒歩・鉄道・バス等、複数の交通手段を組み合わせたルート検索に加え、新たに導
入するデマンド型シャトルの予約、りんかい線及びシェアサイクルのキャッシュレス決
済をワンストップで実現し、シームレスな移動を提供
〇おすすめの観光スポット等の記事や観光施設情報、クーポンの提供によるエリアの
新たな魅力を多言語にて発信

対象エリア
東京臨海副都心エリア

実施時期
2020年１月中旬～２月中旬

実施主体
株式会社ナビタイムジャパン 、
株式会社ドコモ・バイクシェア、
JapanTaxi 株式会社、
東京臨海高速鉄道株式会社、
一般社団法人東京臨海副都心
まちづくり協議会、
KDDI 株式会社、


